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Ⅰ 地質調査の概要

Ⅱ 地質調査と環境保全の関係
（平成１６年８月説明資料より）

Ⅲ 庄戸トンネルの非開削工法検討状況
（平成１９年７月説明資料より）

Ⅳ 調査箇所の選定理由
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地質調査の概要

Ⅰ 地質調査の概要
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何を知りたいか？①

地質調査の概要
地質調査の概要

土の中の状態、地盤の強さ、固さ、重さ、地下水の状態など
を調べます。

地盤の支持力 地盤の物性値 地下水の状況

沈下しな

いか？
液状化し

ないか？
地盤は強

いか？
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・地下水の有無・その箇所・透水性などを把握する
・滞水層内における地下水位の変化を把握する。

・掘った孔を利用して、地盤の硬さ、強さを把握する。
・採取した試料から地盤の強さ、重さを把握する。

・採取した試料を直接観察し、地質構成・分布・性状を把握する。

湧水圧試験、地下水位観測

水理地質の把握

ボーリング調査土質・地質区分
地層構造の把握

標準貫入試験、孔内水平載荷試験、一軸・三軸圧縮試験、湿潤密度試験

地盤の性質の把握

内 容項 目

何を知りたいか？②
具体的には、地表から土の中に直径10cm程度の孔
掘り、地盤の固さや地層の厚さを調べるとともに、地
中の土を取り出して強さや重さを調べます。

地質調査の概要
地質調査の概要
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鉄で作ったシールドと呼ば
れる筒を置き、その筒の内
側で前方を掘り進み、後方
でコンクリート製の枠を組
立てる工法

大

（シールドトンネル）

円形

トンネルを横方向に掘りな
がら、鉄の枠やコンクリー
トで地山を支える工法

中

（山岳トンネルなど）

馬蹄形

地表面から所定の深さま
で地面を掘削し、トンネル
を作った後、埋め戻す工法

施
工
方
法

(開削トンネルなど）

小断面積

四角形

形

状

なぜ知りたいか？①
トンネルの形状は、地盤の状況、土地の利用状況、換気方式、施工性等の
現場の条件を考慮し決定します。また形状によりその施工方法も変わりま
す。

地質調査の概要
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なぜ知りたいか？②

トンネルに必要な断面としては、車が走行する空間の他、交通安全・防災
施設などを設置する空間の確保が必要となります。

（主なもの）
○道路幅員及び建築限界 ○換気設備

○照明・案内標識 ○舗装・排水工など

地質調査の概要
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なぜ知りたいか？③

最適な換気検討を行うには、トンネル断面を決め、縦断勾配やトンネルの
断面変化を考慮した検討を行います。

明かり部からの漏れ出し
に影響を与える主な要因

車道内風速

車道内風速に影響を

与える主な要因

上流側トンネルの
・断面積

・断面形状

地質調査の概要
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なぜ知りたいか？④

トンネルの設計は、概略の検討から詳細な検討へと段階を追って検討を行
います。

○路線選定結果に基づき、トンネルの概略位置を決定。

○基本的なトンネル諸元（内空断面・換気方式・施工方法・
坑口位置等）の決定。

○基本的なトンネル構造（換気構造・トンネル標準断面・
坑門形式等）の決定及び、概略の施工計画検討。

○詳細なトンネル構造（地山分類別トンネル断面・排水工等）
の決定及び、工事に必要な詳細数量と施工計画の決定。

・ 概略検討

・ 詳細検討

設
計
精
度
の
向
上

ト
ン
ネ
ル
の
諸
設
備
に
関
し
て
は
、
各
段
階
に
応
じ
て
検
討

地質調査の概要
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Ⅱ 地質調査と環境保全の関係

（平成１６年８月説明資料より）

地質調査と環境保全の関係
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地質調査と環境保全の関係

地層を構成する地質の種類や地盤の硬さのデータを基に、トン
ネルの掘削土を、他の建設事業への有効利用の計画を検討し
ます。

地層を構成する地質の種類や地盤の硬さ、水の透し易さ、地下
水の状況のデータを基に、 トンネル掘削時の地表面への影響
のシミュレーションを行い、最適な対策工を検討します。

地盤の硬さのデータを基に、トンネル掘削により発生する、騒音
や振動の抑制に必要な防音施設の種類・規模の検討。低騒音
型作業機種の編成や、作業手順などを検討します。

地層の構成や地盤の硬さのデータを基に、トンネルの構造・工法
を選定します。トンネル断面を踏まえた、適正な換気設備や効率
的な換気方法を検討します。

地質調査で得られる結果との関係

リサイクル

安定した家屋

静かな環境

きれいな大気

環境保全項目

地質調査と主な環境保全の関係
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地質等調査から供用までの流れ(概略）

地質調査と環境保全の関係
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区
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・
地
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盤
の

特
性
等
の
把
握

地
質
条
件
、
現

場
条
件
、
仮
設

構
造
物
、
施
工

計
画
等
を
検
討

し
、
基
本
的
な

構
造
を
検
討
す
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当
該
箇
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の
諸
条

件
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考
慮
し
、集
中

排
気
方
式
、ジ
ェ
ッ

ト
フ
ァ
ン
方
式
等

各
種
機
械
換
気
に

よ
る
低
減
を
検
討

※都市計画手続きは省略

必
要
に
応
じ
て

地
質
調
査
実
施

アセス関連 



13

検討の流れ

地質調査と環境保全の関係

　

　

　

　

環
 
境
 
保
 
全
 
工
 
の
 
効
 
果
 
検
 
証

詳細な
調査・試験

トンネル構造等の形状や断面を決めるための基本的な検討

断面設計（構造計算） 仮設構造物 施工計画(概略）

地盤変位解析

断面設計（構造計算）

施工計画（概略）

施工方法の選定

施工機械の選定

トンネル換気方法

工事のための
詳細な検討

 基本的な検討結果
を基に、工事に必
要な詳細な構造、
詳細な施工計画 を
検討する。

施　工

工事の実施

地質調査結果から得ら
れたデータを基に、トン
ネル施工に伴う地盤の
変位（応力状態）を求め
る。

開
削
工
法
区
間

山
岳
工
法
区
間

地質調査結果から得
られたデータを基に、
地盤・施工条件を検討
し設計する。

※ 地質調査結果から得ら
れたデータを基に、土留
め・締切り及び背面地
盤の変形等を考慮した
設計をする。

※

補助工法の種類
・規模選定

※

工事に伴う周辺環境への影響を検討

地質調査結果から得
られたデータ及び地盤
変位を基に、トンネル
構造を設計する。

※

工事に伴う周辺環境への影響を検討

施工・環境・工事費等を
総合的に判断して工法を
決定する

工事に伴う
周辺環境へ
の影響を検討

地表面沈下
の測定など各
種計測工の
実施と、結果
を 施工 に反
映。

施工方法の選定

施工機械の選定

地形調査

地形測量

地質調査

地形地質踏査

ボーリング調査

地層構成の把握

標準貫入試験

室内試験

孔内試験

地下水調査

地下水の把握

継続的な水位観測

その他考慮する項目

換気方法

トンネル諸設備

その他付属物
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Ⅲ 庄戸トンネルの非開削工法検討状況

（平成１９年７月説明資料より）

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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分合流区間 低土被り区間

盛
土
部

検討区間の整理

＜ 馬蹄形断面 ＞
分合流区間を非開削で施工する場合は、山岳トンネル

工法およびシールド工法での施工が考えられるが、シー
ルド工法の場合、一度施工した覆工を取り壊し、山岳ト
ンネル工法により拡幅を施す必要があるため、山岳トン
ネル工法（馬蹄形断面）をベースに検討を進める。

＜ 矩形ＢＯＸ断面 ＞
馬蹄形あるいは円形の断面では土被りが確保でき

ず、構造的に成立しないため、矩形ＢＯＸ断面をベ
ースに検討を進める。

上り線

下り線

・近接する民家への地盤沈下等、影響を与える恐れが大きいと思われる。
・本線にランプ線がすりつく区間を含むため、幅員の断面変化が生じる。

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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検討断面図
断面－１

断面－２

断面－３

掘削断面積
：８７０㎡

掘削断面積
：３８４㎡

掘削断面積
：４８５㎡

掘削断面積
：２６５㎡

・断面図
・分合流区間は、超大断面
となるので、最近の切羽
安定化対策技術の動向な
どを踏まえ、掘削方法を
慎重に検討すべき。

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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設計時管理基準値の設定

対象家屋

対象家屋と許容値

許容最大沈下量 25mm以下
許容最大傾斜角 1/1000rad以下

都市計画決定幅
(用地取得範囲)

沈 下： 20～200 mm
但し、RC造を対象

土質工学会
H1.9 

土質基礎工学ライブラリー34
近接施工

3

沈 下：25 mm
傾斜角：1/1000rad

採用値については、
左表の値を考慮した。

沈 下： 20～200 mm
傾斜角： (1～1.4)/1000rad 

日本トンネル技術協会
H4.3 

構造物等に近接した山岳トン
ネルの設計施工に関する研究
報告書

2
家屋

沈 下： 20～30 mm
傾斜角：1～2/1000 rad 

日本トンネル技術協会
H11.2 

地中構造物の建設に伴う近接
施工指針

1

採用値管理基準値文献名対象

・家屋への影響に関しては不
等沈下が問題である。
・沈下量の絶対値ではなく傾
斜角が問題である。

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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庄戸トンネル

Ｈ14 土質調査範囲（桂台）

Ｈ13 土質調査範囲（釜利谷）

Ｈ8 土質調査範囲（上之町・犬山町）

解析に用いた周辺の土質調査

 単位体積重量 
（kN/m3） 

変形係数 
（N/mm2） 

粘着力 
（N/mm2） 

内部摩擦角 
（°） 

ポアソン比 

盛土層 18.1 7 0.02 15 0.40 
基盤層 19.6 200 0.20 30 0.35 

◆物性値

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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沈下予測の解析断面と解析ケース

STA6+00に見られる盛土地山で
の本トンネル掘削の挙動を確認
する。

盛土層ありの断面
と仮定し解析

ケース3
(盛土層)

ケース1と同地山条件で頂設導
坑の機能を確認する。

基盤層を均一地山
と仮定し、上半全
断面を一度に掘削
する

ケース2
(頂設導坑
無)

代表的地山（基盤層）における、
トンネル形状、加背、支保機能
を検討する。

基盤層を均一地山
と仮定し解析

ケース1
(頂設導坑
有)

概 要

17.6ｍ

61.4ｍ

下り線 上り線

庄戸トンネルの非開削工法検討状況

※地元協議会にご提示した、具体的な解析結果は割愛しています。
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ＦＥＭ解析について

FEM解析（有限要素法）とは？

FEM解析は、二次元計算領域（ここでは地山やトンネル支保部材）を四辺形や三角形
の集まりにより表し、個々の三角形、四角形は有限の大きさを持つものであり、要素と
呼ばれる。

要素の頂点は、節点と呼ばれ、要素の辺からなる網状のものがメッシュと呼ばれる。

要素の形状と大きさを自由に決めることができるため、境界形状などに合せて要素分
割を行うことができる。

有限要素法の解析領域と解析結果のイメージ図

δ＝変位
P＝荷重

荷重=剛性×変位

硬い地盤

節点（接着剤）

柔らかい地盤 要素
A2

要素
A1

要素
A3

要素
B1

要素
B2

要素
B3

要素（部品）

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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ＦＥＭ解析モデル（イメージ）

ＦＥＭ解析モデル

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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ＦＥＭ解析手順について（イメージ）

無対策時 概略施工手順（=ＦＥＭ解析手順）
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非開削工法と開削工法の比較

⑥HEP＆JES工法⑤ＵＲＵＰ工法④ｱﾝｸﾙﾓｰﾙ工法③ＥＳＡ工法②ﾊｰﾓﾆｶ工法①MMST工法

エレメントを本体
部材として利用で
きる。

神戸側発進立坑が
不要である。
平面、縦断的にも
曲線施工が可能。

パイプルーフ以外の
作業は開削工法とほ
とんど同じであり、
実績が多い。

基礎杭、切梁支保
工等の仮設が不要
である。

基礎杭、切梁支保
工等の仮設が不要
である。
余堀りが少ない。

鋼殻を部分的に本
体利用することに
より、ほぼ現計画
の用地幅に収まる。

メリット

×

○

○

×××△○縦断曲線

概要図

断面変化

平面曲線

××××○

××○○○
追
従
性

（１）非開削

非開削工法と開削工法の比較（１）

・部分的にＭＭＳＴを使う方法は考えられるが、全てをＭＭＳＴ
で計画するのはコストが膨大となり現実的でない。ＭＭＳＴも地
下水の問題は同じであり、地表面沈下の問題は残る。
・ＭＭＳＴは軟弱地盤を有する低土被り部を施工する為に開発さ
れた工法であり、それを採用しなければならないほど悪い地盤で
はない。

・用地幅の制約上、断面を拡げ
る等の余裕のない箇所では、
採用は難しい。
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非開削工法と開削工法の比較

頂版により音を遮断する。頂版構築まで
と埋戻し時は別途防音対策を施す。

本設利用の支保計画により影響を低減で
きる。

覆工板・防音壁により音を遮断する。桁受け
桁と土留め芯材間に緩衝材を設け、振動伝達
を低減する。

支保計画により影響を低減できる。

⑨開削工法＋逆巻き工法＋防音壁⑧開削工法＋順巻き工法＋防音壁＋覆工⑦開削工法＋導坑先進工法

施工性に優れ、周辺へ与える影響も少な
い。

施工実績が多い。側壁本体を土留め壁として利用できる。
中間杭を打設するので切梁腹起こし等の
仮設が不要。

メリット

○

○

○

逆巻き工法による躯体構築の施工実績は
あり、技術的な問題は少ない。

○○縦断曲線

断面変化

平面曲線

騒音・
振動 等

地盤沈下

○○

○○
追
従
性

一般的な工法で、技術的な問題は無い。施工実績は無く、設計手法が確立されて
いない。

実績

非開削区間は地中施工のため影響は少な
い。

・宅地部との境界部分に遮断壁等の構造
物が無いため、沈下・陥没等が生じた場
合は近接家屋への影響が予想される。

環
境
対
策

（３）開削（２）開削＋非開削

非開削工法と開削工法の比較（２）

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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庄戸トンネル検討会における論点

・ 更なる検討のためには、現地の土質調査が必要。桂台などのデータを利用す
るのは距離的に離れすぎている。

・ 地盤に及ぼす影響を考える上で、地下水の状況が大きな要素となる。ボーリン
グを行っていないので地下水の状況が分からない。充分な把握と検討が必要。

・ 周辺の地表面沈下を抑制するために、躯体と官民境界との間のスペースを利用
した対策工法も可能であれば検討の対象と考えるべきである。

・ 地表面沈下の面から見ると、完全非開削が最適とは限らない。特に盛土部では、
地盤のゆるみを抑制する効果が高いのであれば、地上から土留めを行うなどの
補助工法も検討すべきである。

・ 既存の工法をそのまま適用するというのはこのトンネルでは非常に難しい。開
削＋非開削など、それぞれを組み合わせた複合型の施工方法についても検討す
る必要がある。

・ 工法の選定にあたっては、コストなどの社会的に受け入れられるものであるか
を考慮しながら行わなければならない。

庄戸トンネルの非開削工法検討状況
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庄戸トンネルの非開削工法の今後の検討フロー
庄戸トンネルの非開削工法検討状況

地質調査

仮定の与条件に基づく概略検討仮定の与条件に基づく概略検討

実測を踏まえた与条件に基づく更なる検討実測を踏まえた与条件に基づく更なる検討
・構造検討（工法の組合せ等の検討）
・施工方法検討
・地質調査結果を用いた沈下予測結果の見直し

検討方針検討方針
・庄戸トンネル特有条件（大断面、低土被り、不良地山、用地条件、
近接環境等）に対し、既存技術のみでは最良の工法を選択すること
難しいため、独自の工法検討が必要。
・既存技術の組合せ等、柔軟な思考の基に、工法検討を行う。
・通常の工法に比べ工事費が非常に高価な技術は、技術とはいえな
いので、工期・工費も含めた比較検討を行う。

比較検討・検証

・構造選定
・施工法選定
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Ⅳ 調査箇所の選定理由

調査箇所の選定理由
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調査箇所の選定理由
釜利谷ジャンクジョンや神戸付近での既往の調査で確認されている地質と
の連続性を把握するとともに、宅地造成時の盛土箇所の深さ、地質状況、
また地下水の状況などを確認するために必要な箇所を選定しました。

至
公
田

至
釜
利
谷

都市計画線

ボーリング調査予定箇所凡
例

調査箇所の選定理由
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至
公
田

至
釜
利
谷

土被りの比較的浅い区間の代表的な地層が確認できると想定され、No.5と合わせこの
区間の地層の連続性を把握するため選定しました。

既往資料により土被りの浅い区間の代表的な地層が確認できると想定され、この区間
の地層構成を把握するため選定しました。

土被りの比較的深い区間の代表的な地層が確認できると想定され、No.3と合わせこの
区間の地層の連続性を把握するため選定しました。

既往資料により土被りの比較的深い区間の代表的な地層が確認できると想定され、こ
の区間の地層構成を把握するため選定しました。また、この箇所での実施により盛土
範囲の西側への広がりについても確認が可能であると考えています。

宅地造成時に旧谷部を埋め立てた盛土層の存在が既往資料で確認されていることから、
盛土箇所の地質状況、地下水の状況、盛土の深さなどを把握するため選定しました。

釜利谷ジャンクション側で実施した既往調査で確認されている地層構成の連続性を把
握するため選定しました。また、宅地造成時に旧谷部を埋め立てた盛土層の存在が既
往資料で確認されていることから、盛土箇所の地質状況、地下水の状況、盛土の深さ
などを把握するため選定しました。

選定理由

７

６

５

４

２・３

１

位置

１１

２２

３３

４４

５５６６７７

調査箇所の選定理由



30

Ⅴ その他

その他
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大気調査計画（Ｈ20.1.20提示）

＊事業評価の付帯意見「環境影響の照査を継続的に
行うこと」に基づき、神戸橋周辺で環境測定を実施
＊地域の概況把握のためにカプセル調査を実施

Ｐ１

Ｐ２

Ｐ４

Ｐ３

Ｐ５

Ｐ６

Ｐ1   ：環境測定候補地
Ｐ2～6：カプセル調査候補地

その他
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調査方針

その他

１．常時観測装置について
工事着手前の大気現況把握のために行います。
測定期間）平成２０年度より、２４時間３６５日
測定箇所）神戸橋近傍
測定項目）ＮＯｘ（ＮＯ、ＮＯ2）、ＳＰＭ、風向、風速

２．カプセル調査について
地元の皆様との協働により行います
案１）地元調査と同時期で行い調査箇所を相互補間
案２）地元調査と同箇所で行い調査期間を相互補完
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その他

都市型トンネル施工技術検討会（ＨＰよこかんみなみ）

検討区間の課題の抽出

【庄戸トンネル（L=610m）】
・地表面への影響検討
・断面変化が大きい区間の対応
・大断面区間の対応
・低土被り区間の対応
※「非開削工法」の可能性は、地質調査が未実
施のため、検討未了

【釜利谷東トンネル（L=271m）】
【釜利谷西トンネル（L=336m）】
・山岳区間としての検討
・本線とランプの併設影響の検討

＜全区間共通の検討課題＞
・断面縮小の可能性
・避難方法等
・避難設備及び非常駐車帯の設置位置、規模・構造
・立坑の設置位置、規模・構造等
・地下水への影響検討
・施工計画、工程計画等


